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１ ． 概   要  

 

平 成 1 8 年 9 月 に 改 訂 さ れ た「 発 電 用 原 子 炉 施 設 に 関 す る 耐

震 設 計 審 査 指 針 」（ 以 下 ，「 新 耐 震 指 針 」 と い う ） で は ， そ の

基 本 方 針 の 中 で ，「 建 物 ・ 構 築 物 は ， 十 分 な 支 持 性 能 を 持 つ 地

盤 に 設 置 さ れ な け れ ば な ら な い 」 と さ れ て い る 。  

ま た ，「 新 潟 県 中 越 沖 地 震 に よ る 影 響 に 関 す る 原 子 力 安 全 委

員 会 の 見 解 と 今 後 の 対 応 」（ 平 成 1 9 年 7 月 3 0 日 原 子 力 委 員 会

決 定 ） で は ，「 新 耐 震 指 針 に お い て は ， 旧 耐 震 指 針 の よ う に 重

要 な 建 物 ・ 構 築 物 に 限 定 す る こ と な く ， 全 て の 建 物 ・ 構 築 物

は ， 重 要 度 に 応 じ た 設 計 荷 重 に 対 し て 十 分 な 支 持 性 能 を 持 つ

地 盤 に 設 置 す る こ と を 求 め て い る 」 と さ れ て い る 。  

本 資 料 は ， 伊 方 発 電 所 ３ 号 機 に 係 る 耐 震 安 全 性 評 価 の 評 価

対 象 施 設 以 外 の 建 物 ・ 構 築 物 が ， 耐 震 重 要 度 分 類 Ｂ ， Ｃ ク ラ

ス 相 当 の 設 計 荷 重 に 対 し て ， 十 分 な 支 持 性 能 を 持 つ 地 盤 に 設

置 さ れ て い る こ と を 改 め て 確 認 し た 結 果 を 取 り ま と め た も の

で あ る 。  

 

 

２ ． 確 認 対 象 施 設  

 

確 認 対 象 施 設 は ， 伊 方 発 電 所 ３ 号 機 に 係 る 耐 震 安 全 性 評 価

の 評 価 対 象 施 設 以 外 の 主 要 な 建 物 ・ 構 築 物 と す る 。  

な お ， 具 体 的 に 地 盤 支 持 性 能 を 確 認 す る 施 設 の 選 定 方 針 は

以 下 の と お り で あ る 。  
① 原 子 炉 設 置 変 更 許 可 申 請 書 に お け る 耐 震 重 要 度 分 類 が  

B お よ び C ク ラ ス の 施 設  
② 工 事 計 画 認 可 申 請 書 記 載 設 備  

（ A お よ び A S ク ラ ス の 施 設 を 除 く ）  
③ 平 成 1 9 年 新 潟 県 中 越 沖 地 震 時 に 東 京 電 力 ㈱ 柏 崎 刈 羽  

原 子 力 発 電 所 で 被 害 の 生 じ た 設 備  
（ 消 火 設 備 ， 変 圧 器 ， 油 タ ン ク  等 ）  

④ そ の 他 ， 上 記 以 外 の 大 規 模 な 主 要 構 造 物  
（ 放 水 ピ ッ ト ， 取 水 ピ ッ ト  等 ）  
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３ ． 確 認 方 法  

 

地 盤 の 支 持 性 能 は ， 新 耐 震 指 針 に 示 さ れ る 静 的 地 震 力 に よ

り 生 じ る 地 震 時 荷 重 が ， 支 持 地 盤 に お け る 許 容 限 界 を 超 え な

い こ と を 確 認 す る 。  

な お ， 静 的 地 震 力 は ， 各 々 の 耐 震 重 要 度 分 類 に 相 当 す る 係

数（ 耐 震 重 要 度 分 類 Ｂ ク ラ ス：1 . 5，耐 震 重 要 度 分 類 Ｃ ク ラ ス ：

1 . 0） を 考 慮 し て 算 定 す る 。  

 

 

４ ． 確 認 結 果  

 

伊 方 発 電 所 ３ 号 機 に 係 る 耐 震 安 全 性 評 価 の 評 価 対 象 施 設 以

外 の 主 要 な 建 物 ・ 構 築 物 が ， 十 分 な 支 持 性 能 を 持 つ 地 盤 に 設

置 さ れ て い る こ と を 確 認 し た 。  

耐 震 重 要 度 分 類 Ｂ ， Ｃ ク ラ ス 相 当 の 地 震 時 荷 重 に 対 す る 許

容 限 界 と の 比 較 に お け る 地 盤 支 持 性 能 の 確 認 結 果 を 添 付 資 料

に 記 載 す る 。  

 

 

以   上  
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添 付 資 料 

 

Ｂ，Ｃクラス施設の地盤支持性能確認結果 

 
地盤支持性能確認結果 耐震 

重要度 

分類 ※1 

施 設 基礎の構造 支持地盤
地震時荷重 許容限界 ※3 準拠基準 ※4 

2-固体廃棄物貯蔵庫 直接基礎 岩盤 
3,079 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

建築基準法 

建築基礎指針

タービン建屋 直接基礎 岩盤 
3,395 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

建築基準法 

建築基礎指針

補助ボイラ建屋 直接基礎 岩盤 
567 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

建築基準法 

建築基礎指針

主変圧器 直接基礎 岩盤 
759 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

建築基準法 

建築基礎指針

燃料タンク 杭基礎 岩盤 
2,838 

(kN/本) 

4,103 

(kN/本) 

JEAG4601 

道路橋示方書

開閉所（GIS 基礎） 直接基礎 岩盤 
16 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

道路橋示方書

ろ過水貯蔵タンク 直接基礎 岩盤 
146 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

道路橋示方書

ケーブルダクト 直接基礎 岩盤 
276 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

道路橋示方書

放水ピット 直接基礎 岩盤 
1,095 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

道路橋示方書

取水ピット 直接基礎 岩盤 
1,744 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

道路橋示方書

２次系純水タンク 直接基礎 岩盤 
146 

(kN/m2) 

7,840 

(kN/m2) 

JEAG4601 

道路橋示方書

Ｃ ※2 

配管ダクト 直接基礎 埋立地盤
23 

(kN/m2) 

700 

(kN/m2) 

JEAG4601 

道路橋示方書

※1 静的地震力算定にあたって考慮する耐震重要度分類。 

※2 Ｃクラス相当の施設も含めて「Ｃ」と表記。 

※3 各種試験結果および準拠法令，指針に基づき設定。 

※4 建築基準法：建築基準法・同施行令・告示 

建築基礎指針：建築基礎構造設計指針((社)日本建築学会，2001 年改定) 

道路橋示方書：道路橋示方書・同解説((社)日本道路協会，平成 14 年 3月) 
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１ ． 概  要  

 

新 耐 震 指 針 に 照 ら し た 耐 震 安 全 性 評 価 （ 中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ））

で は ， 機 器 ・ 配 管 系 設 備 の 評 価 手 法 と し て ， 応 答 倍 率 法 を 適 用 し て

い る 。  

以 下 に ，応 答 倍 率 法 に よ る 評 価 お よ び 評 価 結 果 の 安 全 性 に つ い て ，

検 討 し た 結 果 を 整 理 す る 。  

本 資 料 に お け る 検 討 概 要 を 以 下 に 示 す 。  

 

 

・ 応 答 倍 率 法 に よ る 評 価  

 

・ 評 価 結 果 の 安 全 性 （ 応 答 比 ： SRSS/絶 対 値 和 ， 鉛 直 下 向 き ）  

a.各 種 「 応 答 比 」 算 定 法 に よ る 比 較 検 討  

b.既 往 評 価 結 果 （ 工 認 時 の 耐 震 計 算 書 ） 等 に お け る 荷 重 分 析  

を 踏 ま え た 考 察  

c.応 答 比 「 SRSS/絶 対 値 和 ， 鉛 直 下 向 き 」 の 詳 細 分 析  

d.中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象 施 設 に 対 す る 適 用 性 検 討  

 

・ ま と め  

 

・ 別  添  

『 応 答 倍 率 法 に 対 す る 基 本 的 な 考 え 方 』  
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２ ． 応 答 倍 率 法 に よ る 評 価  

 

中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） で は ， 基 準 地 震 動 Ｓ ２ に 基 づ く 既 往 評

価 （ 工 認 時 の 耐 震 計 算 ） 時 の 発 生 荷 重 （ 絶 対 値 和 法 ） の 基 準 地 震

動 Ｓ s 入 力 時 の 発 生 荷 重 （ SRSS 法 ） に 対 す る 「 荷 重 増 倍 率 （ 荷 重

比 ）」に 相 当 す る「 応 答 比 」を 既 往 評 価 結 果（ 工 認 時 の 耐 震 計 算 結

果 ） に 乗 じ て 発 生 値 を 求 め る 「 応 答 倍 率 法 」 を 適 用 し て い る 。  

（ 図 － １ 参 照 ）  

 

応 答 倍 率 法 は ， 既 往 評 価 （ 工 認 時 の 耐 震 計 算 書 ） で 求 め ら れ た

応 力 等 （ 注 ） を 用 い た 簡 便 な 評 価 手 法 で あ る 。  

既 往 評 価 に お い て ， 地 震 と 地 震 以 外 の 成 分 が 分 解 さ れ て い る も

の は 地 震 成 分 の み に 応 答 比 を 乗 じ（ 方 法 ① ），分 解 さ れ て い な い も

の は 分 解 せ ず に そ の ま ま 応 答 比 を 乗 じ て 発 生 値 を 算 出 （ 方 法 ② ）

し て い る 。  

「 応 答 比 」 は 「 荷 重 比 」 で あ り ， 地 震 時 発 生 荷 重 は 地 震 加 速 度

に 比 例 す る た め ，「 応 答 比 」の 算 定 に 当 た っ て は ，地 震 時 の 荷 重 組

合 せ 方 法 に 対 応 し た 応 答 加 速 度 比 と し て 計 算 し て い る 。  

具 体 的 に は ，機 器 ･配 管 系 の 固 有 周 期（ 振 動 モ ー ド ）に 対 応 す る ，

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ で の 床 応 答 ス ペ ク ト ル に お け る 水 平 加 速 度 と 鉛 直

加 速 度 の 二 乗 和 平 方 根 （ SRSS） と 既 往 評 価 で 用 い た 床 応 答 ス ペ ク

ト ル に お け る 水 平 加 速 度 と 鉛 直 加 速 度 の 絶 対 値 和 と の 比 で 評 価 し

て い る 。                   （ 図 － ２ 参 照 ）  
 
（ 注 ） 耐 震 設 計 手 法 に 関 わ る パ ラ メ ー タ （ 係 数 ， 解 析 手 法 ） に 個 々 の  

裕 度 を 持 っ て い る た め ， 設 計 手 法 全 体 と し て 安 全 側 の 評 価 結 果  
と な っ て い る 。  
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図 － １  応 答 倍 率 法 に よ る 評 価  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 － ２  応 答 比 の 算 出 方 法  

既往評価での評価方法に応じて，以下の方法①または方法②で実施

地震以外による発生値 ＋ 地震による発生値

【方法①】：地震による発生値と地震以外による発生値が分離されている場合の取扱い

（工認時の耐震計算書）

Ssによる発生値 ＝ ×応答比

【方法②】：地震による発生値と地震以外による発生値の合計が示されている場合の取扱い

地震以外による発生値 ＋ 地震による発生値Ssによる発生値 ＝ ×応答比

地震以外の発生値＝自重，内圧による応力等

評価基準値

地震以外

方法②

地震

地震による発生値のみ
に応答比を乗じる

発生値全て
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発
生
値

方法①

（工認時の耐震計算書）

（工認時の耐震計算書）

地震以外

地震 地震
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（工認時の耐震計算書）

既往評価での評価方法に応じて，以下の方法①または方法②で実施

地震以外による発生値 ＋ 地震による発生値

【方法①】：地震による発生値と地震以外による発生値が分離されている場合の取扱い

（工認時の耐震計算書）

Ssによる発生値 ＝ ×応答比

【方法②】：地震による発生値と地震以外による発生値の合計が示されている場合の取扱い

地震以外による発生値 ＋ 地震による発生値Ssによる発生値 ＝ ×応答比

地震以外の発生値＝自重，内圧による応力等

評価基準値

地震以外

方法②
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に応答比を乗じる
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３ ． 評 価 結 果 の 安 全 性  

 

a.各 種 「 応 答 比 」 算 定 法 に よ る 比 較 検 討  

 

中 間 報 告 で は ， 基 準 地 震 動 Ｓ ２ に 基 づ く 既 往 評 価 （ 工 認 時 の 耐

震 計 算 ） 時 の 発 生 荷 重 （ 絶 対 値 和 法 ） の 基 準 地 震 動 Ｓ s 入 力 時 の

発 生 荷 重 （ SRSS 法 ） に 対 す る 「 荷 重 増 倍 率 （ 荷 重 比 ）」 に 相 当 す

る「 応 答 比（ SRSS／ 絶 対 値 和 ）」を 既 往 評 価 結 果（ 工 認 時 の 耐 震 計

算 結 果 ） に 乗 じ て 評 価 し て い る 。  

（ 図 － ３ （ 1/2）［ ケ ー ス ① ， ③ ］ 参 照 ）  

ま た ， 参 考 ま で に ， 各 種 「 応 答 比 」 算 定 法 に つ い て ， 中 間 報 告

（ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象 施 設 に 対 す る 検 討 結 果 を 整 理 し た 。  

（ 図 － ３ 参 照 ）  

 

そ の 結 果 ，「 鉛 直 方 向 応 答 加 速 度 」に 着 目 し た 応 答 比 で 評 価 す る

ケ ー ス（ 図 － ３ (2/2)［ ケ ー ス ⑦ ，⑧ ］参 照 ）が 最 も 大 き い 評 価 結

果 を 与 え る が ， 評 価 対 象 施 設 に よ っ て は ， 非 常 に 安 全 側 の 評 価 結

果 を 与 え る 場 合 が あ り ， 適 用 に 際 し て は ， 既 往 評 価 結 果 （ 工 認 時

の 耐 震 計 算 書 ）等 に お け る 荷 重 分 析 結 果 を 踏 ま え て ,ど の 荷 重 成 分

が 評 価 結 果 に 大 き く 影 響 す る の か を 見 極 め ， 合 理 的 に 適 用 す る こ

と が 望 ま し い と 考 え る 。  
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図 － ３ （ １ ／ ２ ）  各 種 「 応 答 比 」 算 定 法 に よ る 検 討 結 果 に つ い て  

SRSS/絶対値和
(自重考慮　鉛直下向)

SRSS/絶対値和
(自重考慮　鉛直上向)

SRSS/絶対値和
(自重考慮無し)

SRSS/SRSS
(自重考慮)

SRSS/SRSS
(自重考慮無し)

水平方向のみ
鉛直方向のみ
（自重考慮）

鉛直方向のみ
（自重考慮無し）

絶対値和/絶対値和
(自重考慮)

絶対値和/絶対値和
(自重考慮無し)

－

26.2 27.5 19.8 30.9 38.8 36.7 25.6 50 37 43.6

47.5

－

5.4 5.6 4.7 6.1 7.5 6.7 5.4 14.4 7.8 8.6

8.1

－

8.5 8.9 6.5 10.1 12.6 11.9 8.3 16.3 12.1 14.2

39.9

－

11.4 11.8 9.8 12.8 15.7 14.1 11.3 30.4 16.4 18.1

35.5

－

0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2

21.5

－

15.5 17.1 18.5 16.7 73.2 21.7

35.0

－
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35.8

－

1.97 2.03 2.05 1.99 2.62 2.08

2.5

：中間報告記載値 ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ ケース⑨ ケース⑩

工認時発生値

②蒸気発生器
（支持構造物）

応答比

発生値

[kg/mm2]
許容値

[kg/mm
2
]

応答比

発生値

[kg/mm
2
]

許容値

[kg/mm2]

①原子炉容器
（支持構造物）

③炉内構造物
（炉心そう）

応答比

発生値

許容値

[kg/mm2]

④一次冷却材管
（本体）

応答比

発生値

[kg/mm2]
許容値
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2
]

⑤余熱除去ポンプ
（基礎ボルト）

応答比
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[kg/mm
2
]

許容値

[kg/mm2]

⑥余熱除去設備配管
（本体）

応答比
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[kg/mm
2
]

許容値

[kg/mm
2
]

⑦原子炉格納容器
（本体）

応答比
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[kg/mm2]
許容値

[kg/mm2]

⑧制御棒挿入性
（動的機能維持）
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図 － ３ （ ２ ／ ２ ）  各 種 「 応 答 比 」 算 定 法 に よ る 検 討 結 果 に つ い て  

☆応答比ケース
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許容値

ASsH:基準地震動Ss(水平)
AS2H:基準地震動S2(水平)
ASsV:基準地震動Ss(鉛直)
AS2V:基準地震動S2(鉛直)
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b.既 往 評 価 結 果 （ 工 認 時 の 耐 震 計 算 書 ） 等 に お け る 荷 重 分 析  

を 踏 ま え た 考 察  

 

中 間 報 告（ 伊 方 ３ 号 機 ）の 評 価 対 象 施 設 に つ い て ，既 往 評 価（ 工

認 時 の 耐 震 計 算 書 ） 結 果 等 に 基 づ き ， 耐 震 安 全 性 評 価 に 影 響 す る

荷 重（ 地 震 荷 重 ，そ れ 以 外 ）を 分 析 し ，「 応 答 倍 率 法 」に よ る 評 価

に 及 ぼ す 影 響 を 考 察 し た 。  

そ の 結 果 ，中 間 報 告（ 伊 方 ３ 号 機 ）の 評 価 対 象 施 設 に つ い て は ，

以 下 の と お り 整 理 さ れ る た め ，「 応 答 比 （ 荷 重 比 ）」 を 応 答 加 速 度

比 「 SRSS／ 絶 対 値 和 」 で 求 め る こ と は ， 安 全 側 の 評 価 結 果 を 与 え

て い る こ と を 確 認 し た 。          （ 図 － ４ ， ５ 参 照 ）  

 

《 ケ ー ス １ 》  

① 「 原 子 炉 容 器 支 持 構 造 物 （ サ ポ ー ト シ ュ ー ）」  

② 「 蒸 気 発 生 器 支 持 構 造 物 （ 上 部 胴 支 持 構 造 物 ブ ラ ケ ッ ト ）」  

⑦ 「 原 子 炉 格 納 容 器 （ 本 体 ）」  

⑧ 「 制 御 棒 （ 挿 入 性 ）」  

こ れ ら の 地 震 時 発 生 荷 重 （ 制 御 棒 （ 挿 入 性 ） に つ い て は ， 燃

料 集 合 体 変 位 ） は ， 水 平 地 震 力 の 寄 与 が 大 き い （ 90％ 以 上 ） た

め ，「 応 答 比 」 算 出 に 当 た っ て は ， 水 平 地 震 力 （ 水 平 方 向 応 答

加 速 度 ）の み に 基 づ く 方 法 が 鉛 直 地 震 力（ 鉛 直 方 向 応 答 加 速 度 ）

を 考 慮 し た 場 合 よ り 大 き な 応 答 比 を 与 え る ケ ー ス も 考 え ら れ

る が ， こ れ ら の 機 器 に つ い て は ， 鉛 直 地 震 力 も 考 慮 し た 応 答 比

の 方 が 大 き な 値 を 与 え る こ と か ら ，「 SRSS／ 絶 対 値 和 」 で 評 価

し た 。  

 

《 ケ ー ス ２ 》  

④ 「 一 次 冷 却 材 管 （ 本 体 ）」  

既 往 評 価 結 果 （ 工 認 時 の 耐 震 計 算 書 ） の 地 震 時 発 生 荷 重 は ，

「 内 圧 に よ る 応 力 」の 寄 与 が 大 き く（ 全 体 の ５ 割 程 度 ），ま た ，

当 該 部 位 の 地 震 時 発 生 荷 重 は ， 水 平 地 震 力 の 寄 与 が 大 き い

（ 80％ 程 度 ） た め ，「 応 答 比 」 算 出 に 当 た っ て は ， 水 平 地 震 力

（ 水 平 方 向 応 答 加 速 度 ） の み に 基 づ く 方 法 が 鉛 直 地 震 力 （ 鉛 直

方 向 応 答 加 速 度 ） を 考 慮 し た 場 合 よ り 大 き な 応 答 比 を 与 え る ケ

ー ス も 考 え ら れ る が ， 本 機 器 に つ い て は ， 鉛 直 地 震 力 も 考 慮 し
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た 応 答 比 の 方 が 大 き な 値 を 与 え る こ と か ら ，「 SRSS／ 絶 対 値 和 」

で 評 価 し た 。  

⑥ 「 余 熱 除 去 設 備 配 管 （ 本 体 ）」  

既 往 評 価 結 果（ 工 認 時 の 耐 震 計 算 書 ）で は ，「 内 圧 に よ る 応 力 」

と 「 そ れ 以 外 の 応 力 」 に 分 離 さ れ て い る 。 し た が っ て ， 地 震 時

発 生 荷 重 は ，「 内 圧 に よ る 応 力 」（ 全 体 の ３ 割 程 度 ） に 「 そ れ 以

外 の 応 力 」 に 「 応 答 比 」 を 乗 じ た も の を 加 え て 算 出 し て い る 。 

な お ， 当 該 部 位 の 地 震 時 発 生 荷 重 は ， 水 平 地 震 力 の 寄 与 が 大

き い （ 90％ 程 度 ） た め ，「 応 答 比 」 算 出 に 当 た っ て は ， 水 平 地

震 力（ 水 平 方 向 応 答 加 速 度 ）の み に 基 づ く 方 法 が 鉛 直 地 震 力（ 鉛

直 方 向 応 答 加 速 度 ） を 考 慮 し た 場 合 よ り 大 き な 応 答 比 を 与 え る

ケ ー ス も 考 え ら れ る が ， 本 機 器 に つ い て は ， 鉛 直 地 震 力 も 考 慮

し た 応 答 比 の 方 が 大 き な 値 を 与 え る こ と か ら ，「 SRSS／ 絶 対 値

和 」 で 評 価 し た 。  

 

《 ケ ー ス ３ 》  

③ 「 炉 心 支 持 構 造 物 （ 炉 心 そ う フ ラ ン ジ 接 続 部 ）」  

既 往 評 価 結 果 （ 工 認 時 の 耐 震 計 算 書 ） の 地 震 時 発 生 荷 重 は ，

「 機 械 的 荷 重 に よ る 応 力 」の 寄 与 が 大 き く（ 全 体 の ８ 割 程 度 ），

「 応 答 倍 率 法 」 の 評 価 で は ， 水 平 お よ び 鉛 直 方 向 応 答 加 速 度 の

影 響 を 総 合 的 に 考 慮 で き る 「 SRSS／ 絶 対 値 和 」 を 既 往 評 価 結 果

に そ の ま ま 乗 じ て 評 価 し た 。  

 

《 ケ ー ス ４ 》  

⑤ 「 余 熱 除 去 ポ ン プ （ 基 礎 ボ ル ト ）」  

既 往 評 価 結 果 （ 工 認 時 の 耐 震 計 算 書 ） で は ， 基 礎 ボ ル ト の 引

張 応 力 は ， 地 震 時 の 転 倒 モ ー メ ン ト と 自 重 に よ る 復 元 モ ー メ ン

ト の バ ラ ン ス で 決 ま っ て い る 。 こ の う ち ， 転 倒 モ ー メ ン ト に 占

め る 水 平・鉛 直 地 震 荷 重 の 比 率 は ，そ れ ぞ れ 水 平：約 70％ ，鉛

直 ： 約 30％ 程 度 で あ る 。  

本 設 備 は ， 設 計 時 の 耐 震 裕 度 が 非 常 に 大 き い （ 許 容 値 ／ Ｓ ２

地 震 時 発 生 応 力 ＝ 21.5[kg/mm 2]/0.1[kg/mm 2]≒ 約 210 倍 程 度 ）

た め ，「 SRSS／ 絶 対 値 和 」 を 既 往 評 価 結 果 に そ の ま ま 乗 じ て 評

価 し た 。  
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① 原子炉容器支持構造物（サポートシュー：一次応力（支圧応力）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          支圧応力＝750t／2.87×104mm2＝26.13kg/mm2[257MPa] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４（１／８） 工認耐震計算書における解析条件 

荷重 Ｙ方向（750t:第４回工認より） 

サポートシュー支圧面（側面） 

（2.87×104mm2:第４回工認より） 

地震時発生応力は水平 

方向地震荷重が支配的 

（≒100％） 
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②蒸気発生器支持構造物（上部胴支持構造物サポートブラケット：一次応力（圧縮応力）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       S2 地震における荷重（第７回工認より） 

軸     力[t] 
評価位置 

荷重の 

種  類 FX FY 

X 方向地震(A) 474.4 178.9 

X 方向地震(B) 47.5 424.1 

X 方向地震(C) 426.9 245.2 

Y 方向地震(A) 259.5 449.9 

Y 方向地震(B) 613.4 44.8 

上部胴 

支  持 

構造物 

Y 方向地震(C) 354.0 405.8 

                最大荷重＝
22 8.444.613 + ＝615.0[t] （S2 地震 Y 方向 ループ B） 

        サポートブラケット（⑦部）断面積＝57,400[mm2] 

        圧縮応力 615[t]/2/57,400[mm2]＝5.35kg/mm2[53MPa] 

 

 

 

 

図－４（２／８） 工認耐震計算書における解析条件 

荷重 SRSS(X,Y) 

サポートブラケット（評価断面⑦）

地震時発生応力は水平 

方向地震荷重が支配的 

（≒100%） 
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③炉内構造物（炉心そうフランジ接続部：一次応力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炉心そうフランジ接続部の一次一般膜＋一次曲げ応力強さ（第７回工認より）     [単位：kg/mm2] 

機械的荷重による応力 地震荷重による応力 主応力 応力評価 

位  置 軸方向 周方向 径方向 せん断 軸方向 周方向 径方向 せん断 σ1 σ2 σ3 
応力強さ 許容値

Ａ 6.99 3.21 0.64 0.99 1.64 0.55 0.09 0.48 8.89 3.76 0.47 8.42 39.9 

 

機械荷重および地震荷重それぞれについて下記式により主応力（３根）を算出 

 

算出式 (JEAG4601-1987 (6.6.2-15 式) 

02

)()(
22

222223

=−++

+−−−−+++++−

θγγθθγγθ

θγγθθγγｘθθγγθγθ

ττττστσ

τσσσσστττσσσσσσσσσσσ

xxxx

xxxxxx
 

 

・機械的荷重による主応力（炉内構造物，燃料集合体重量，スクラム荷重等を含む） 

σ1=7.14 

σ2=3.21 

σ3=0.49 

応力強さσ=-6.65(σ3-σ1) 

 

・地震荷重による主応力 

 σ1=1.78 

  σ2=0.55 

  σ3=-0.05 

応力強さσ=-1.83(σ3-σ1) 

 

合計応力に対する機械荷重による応力の割合＝6.65/(6.65+1.83)＝0.784  約 80％ 

 

 

図－４（３／８） 工認耐震計算書における解析条件 

 

機械的荷重が支配的 

（≒80%） 
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④一次冷却材管（本体：一次応力） 

 

 

 

 

 

 

 

一次冷却材管部材力（第７回工認より）      （単位：t･m） 

曲げモーメント 
評価位置 荷重の種類 

Ｍx Ｍy Ｍz 

自  重 0.1 10.6 0.6 112 

ﾎｯﾄﾚｸﾞ S2 地震-Y 方向 1.2 79.3 9.7 

 

 

 

 

                  

 ＝5.49kg/mm2【内圧】＋5.82kg/mm2【自重および地震荷重】＝11.31kg/mm2【合計】 

 

曲げモーメントの比で自重および地震荷重による応力分の比を算出する。 

①合計曲げモーメント 497.90)7.96.0()3.796.10()2.11.0( 222 =+++++ (t･m) 【100%】 

  ②自重による曲げモーメント 617.106.06.101.0 222 =++ (t･m)                【11.7%】 

  ③地震（水平＋鉛直）による曲げモーメント 900.797.93.792.1 222 =++ (t･m)  【④＋⑤＝88.3%】 

  ④鉛直地震による曲げモーメント（推定） 10.617 × 0.29 ＝ 3.079(t･m)         【3.4%】 

  ⑤水平地震による曲げモーメント（推定） 79.900 － 3.079 ＝ 76.821(t･m)       【84.9%】 

 

 

まとめ 

   （１）自重および地震荷重による応力の比（モーメント比） 

     自重    ：１１．７％ 

         水平地震  ：８４．９％ 

     鉛直地震  ： ３．４％ 

 

 

 

 

 

 

図－４（４／８） 工認耐震計算書における解析条件 

7

7

21

104592.3
100497.9226.2

7.72200
8821.1815.0

200
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××

+
×

××
=

+=
Zi
MipB

t
PDBS O

地震時発生応力は水平 

方向地震荷重が支配的 

（≒80％） 
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⑤余熱除去ポンプ（基礎ボルト：一次応力（引張応力）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余熱除去ポンプの基礎ボルト（引張応力）の評価については，既往評価結果（工認耐震計算書）より，

転倒モーメントに占める水平・鉛直地震荷重の比率は，水平：71.8％，鉛直：28.2％［合計：100％］程

度である。 

 

 

 

 

 

図－４（５／８） 工認耐震計算書における解析条件 

工認時の耐震計算書

基礎ボルト引張力Fの算出
[転倒モーメントM/転倒半径Ｌ]

工認時発生応力
（引張応力）

h

l1 l2

Ｌ

転倒支点

転倒方向

CH,
CV

CH：水平方向震度
CV：鉛直方向震度
m ：ポンプ重量

引張力を受けるボルト

転倒モーメントの算出
水平方向地震力による転倒モーメント M1=m×CH×h
鉛直方向（上向き）地震力による転倒モーメント M2=m×CV×l1
ポンプ自重による復元モーメント MF=m×1G×l1

転倒モーメント M=M1+M2-MF

基礎ボルト引張応力の算出
[Ｆ/（ﾎﾞﾙﾄ本数×ﾎﾞﾙﾄ断面積）]
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⑥余熱除去設備配管（本体：一次応力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余熱除去設備配管の一次応力（第８回工認より）    [kg/mm2] 

一 次 応 力 

節点番号 圧力による 

応力 

自重及び地震

による応力 
合計応力 許容値 

1122 4.11 11.38 15.5 35.0 

 

  ①平成２０年度社内検討結果（詳細解析）における自重による応力  約 1.1 kg/mm2  【9.7%】 

 

  ②自重(1G)による応力から工認時鉛直震度(0.29G)による応力を比例計算にて推測 

                              1.1×0.29=約 0.32 kg/mm2【2.8%】 

 

  ③水平地震による応力＝11.38-1.1-0.32＝約 9.96 kg/mm2【87.5%】 

 

 

まとめ 

（１）自重および地震荷重による応力の比 

     自重    ： ９．７％ 

         水平地震  ：８７．５％ 

     鉛直地震  ： ２．８％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４（６／８） 工認耐震計算書における解析条件 

評価位置（節点 1122） 

地震時発生応力は水平 

方向地震荷重が支配的 

（≒90％） 
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⑦原子炉格納容器本体（Ｅ点（固定点）：一次応力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S2 地震における荷重（第３回工認より） 

軸  力（×103kg） 
評価点 

曲げモーメント 

（×108kg･mm） 自重分 鉛直地震分※1 

Ｅ点 2980 3303.2 796.1 

 

※１ 鉛直地震分の軸力＝自重×0.241（鉛直震度） 

 

 

    応力の計算 

    原子炉格納容器の断面積  Ａ＝5.598×106mm2 

    原子炉格納容器の断面係数 Ｚ＝5.598×1010mm3 

 

        曲げモーメント（水平地震）による応力 2980×108/5.598×1010 ＝ 5.32  kg/mm2  （87.9%） 

    軸力（自重）による応力        3303.2×103/5.598×106＝ 0.59  kg/mm2  （ 9.7%） 

    軸力（鉛直地震）による応力      796.1×103/5.598×106 ＝ 0.142 kg/mm2  （ 2.4%） 

        合計応力＝ 6.1 kg/mm2（60MPa） 

 

 

 

 

図－４（７／８） 工認耐震計算書における解析条件 

地震時発生応力は水平 

方向地震荷重が支配的 

（≒90％） 
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⑧制御棒（挿入性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震力が制御棒挿入性に与える影響については，解析および試験から水平地震力が支配的であること

が確認されている。 

燃料集合体および制御棒駆動装置等の案内経路の機器が，水平方向振動により変位すると，制御棒が

それらの機器と接触する。その時に鉛直動による地震力が作用すると，制御棒に対して上向きまたは下

向きの摩擦力が抵抗力として作用する。また，鉛直地震力は，制御棒案内経路にあたる機器を上下に振

動させ，自重落下する制御棒に対しても，内部流体を介して慣性力が作用する。 

しかし，いずれも鉛直方向の交番荷重となるため，制御棒挿入性への影響は水平地震力に比べて十分

小さいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４（８／８） 工認耐震計算書における解析条件 

工認時制御棒挿入時間
・通常運転時（秒）
・地震時（秒）　　　

工認時の耐震計算書

流体による抗力
・流体摩擦抗力
・形状による抗力

メカニカル抗力
・制御棒ｸﾗｽﾀ駆動装置
・制御棒ｸﾗｽﾀ案内管
・燃料集合体

浮力
質量

地震外力による抗力
（地震応答変位により算出）

・制御棒ｸﾗｽﾀ駆動装置
・制御棒ｸﾗｽﾀ案内管
・燃料集合体

T0

通常時における制御棒挿入時間の算出
[制御棒挿入時間解析コード]

T1

地震時における制御棒挿入時間の算出
[制御棒挿入時間解析コード]
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図 － ５  「 応 答 比 （ SRSS/絶 対 値 和 ）」 の 安 全 性 に つ い て  

応答倍率の算出について

①原子炉容器支持構造物（サポートシュー：支圧応力）

中間報告における応答比 現実的な応答比

応答比算出式

応答比 1.047 0.974

②蒸気発生器支持構造物（上部胴支持構造物サポートブラケット：圧縮応力）

中間報告における応答比 現実的な応答比

応答比算出式

応答比 1.033 0.99

④一次冷却材管（本体）

中間報告における応答比 現実的な応答比

応答比算出式

応答比 1.033 0.99

⑥余熱除去設備配管（本体）

中間報告における応答比 現実的な応答比

応答比算出式

応答比 1.141 1.102

⑦原子炉格納容器本体

中間報告における応答比 現実的な応答比（応力比）

応答比算出式

応答比
0.821
(1.0)

0.783

⑧制御棒挿入性

中間報告における応答比 現実的な応答比

応答比算出式

応答比 1.517 1.195
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c.応 答 比 「 SRSS/絶 対 値 和 ， 鉛 直 下 向 き 」 の 詳 細 分 析  

 

１ ） 図 － １ ， ２ に 示 す 「 方 法 ① ， ② 」 で 算 出 さ れ る 応 答 比 に つ い

て ，入 力 地 震 動 の 変 更 お よ び 荷 重 評 価 手 法 の 変 更 に よ る 影 響 が ，

そ れ ぞ れ ど の 程 度 で あ る か 分 析 を 行 っ た 。   （ 図 － ６ 参 照 ）  

 

 

 

・ 方 法 ① ＝        ＝         × 

 

 

・ 方 法 ② ＝         ＝         × 

 

そ の 結 果 ， 応 答 比 の 算 定 に お い て ， 入 力 地 震 動 が 大 き く な る

（ 基 準 地 震 動 Ｓ ２ か ら Ｓ s に 変 更 ）影 響 は ，Ａ 項（ 絶 対 値 和 ベ ー

ス の 比 較 ）＞ １ で あ り ，応 答 比 算 定 に 反 映 さ れ て い る と 考 え る 。 

し か し な が ら ， 荷 重 評 価 手 法 の 変 更 （ 工 認 時 ： 絶 対 値 和 → 新

指 針 BC 時 ： SRSS） に よ る 影 響 （ Ｂ 項 ＜ １ ） に よ り ， 結 果 と し

て「 応 答 比 」が １ を 下 回 る ケ ー ス が 発 生 す る こ と が 確 認 さ れ た 。 

 

 

２ ）１ ）項 の 検 討 に 加 え て ，「 方 法 ② 」に お い て ，「 自 重 項（ ＋ １ ）」

の 影 響 を 定 量 的 に 検 討 し た 。  

「 方 法 ② 」に お い て ，基 準 地 震 動 Ｓ ２ か ら Ｓ s に 変 更 と な っ た

場 合 ， 鉛 直 地 震 動 の 寄 与 は ， 相 対 的 に 自 重 項 （ ＋ １ ） に 比 較 し

て 無 視 で き な い（ １ /Ａ Ｓ Ｓ Ｖ ＜ １ ）も の と な る が ，こ れ ら 評 価

対 象 施 設 の 地 震 時 発 生 荷 重 は ， 水 平 地 震 力 も し く は そ の 他 荷 重

の 寄 与 が 大 き い た め ， 評 価 結 果 に は 大 き く 影 響 し な い と 考 え ら

れ る 。                 （ 図 － ４ ， ７ 参 照 ）  

 

ま た ，参 考 ま で に 自 重 項（ ＋ １ ）を 考 慮 し な い 応 答 比（ SRSS/

絶 対 和 値 ） で の 評 価 結 果 を 確 認 し た が ， い ず れ も 許 容 値 を 満 足

し て い る 。（ 応 答 比 ： 図 － ６ （ 方 法 ① ） 参 照 ， 評 価 結 果 ： 図 －

３ (1/2)［ ケ ー ス ③ ］ 参 照 ）  
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応 答 比  Ｂ ： 荷 重 評 価 手 法 の 変 更Ａ ： 入 力 地 震 動 の 変 更
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さ ら に ， 既 往 評 価 結 果 （ 工 認 時 の 耐 震 計 算 書 ） 等 に お け る 荷

重 分 析 結 果（ 水 平・鉛 直 地 震 ，自 重 ，そ の 他 の 荷 重 比 率 を 検 討 ）

を 踏 ま え ,そ れ ぞ れ の 荷 重 成 分 毎 に 応 答 比（ 加 速 度 比 ）を 求 め ，

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ に 対 す る 評 価 結 果 を 簡 易 的 に 推 定 し た 。  

（ 図 － ８ 参 照 ）  

そ の 結 果 ， 図 － ８ に 示 す 評 価 対 象 施 設 に つ い て は ， 中 間 報 告

の 評 価 結 果 を 下 回 っ て い る こ と を 確 認 で き た 。  

 

 

a.～ c.項 の 検 討 結 果 よ り ， 中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象

施 設 に 対 し て は ， 工 事 計 画 認 可 申 請 時 の 耐 震 設 計 お よ び 耐 震 バ ッ

ク チ ェ ッ ク 評 価 時 の 荷 重 評 価 の 考 え 方 に 基 づ く 「 応 答 比 ： SRSS/

絶 対 値 和 ， 鉛 直 下 向 き 」 で の 評 価 は ， 安 全 側 の 評 価 結 果 に な っ て

い る と 考 え ら れ る 。  
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図 － ６  「 応 答 比 （ SRSS/絶 対 値 和 ）」 の 分 析 結 果 に つ い て  

Ａ：入力地震動の変更
Ｓs/Ｓ２

【絶対値和/絶対値和】

Ｂ：荷重評価手法の変更
新指針BC時/工認時
【SRSS/絶対値和】

Ａ：入力地震動の変更
Ｓs/Ｓ２

【絶対値和/絶対値和】

Ｂ：荷重評価手法の変更
新指針BC時/工認時
【SRSS/絶対値和】

水平(ASSH) 1.28

鉛直(ASSV) 1.46

水平(AS2H) 1.36

鉛直(AS2V) 0.29

水平(ASSH) 2.32

鉛直(ASSV) 2.43
水平(AS2H) 2.72
鉛直(AS2V) 0.29

水平(ASSH) 1.28

鉛直(ASSV) 1.46
水平(AS2H) 1.36
鉛直(AS2V) 0.29

水平(ASSH) 2.32

鉛直(ASSV) 2.43
水平(AS2H) 2.72
鉛直(AS2V) 0.29

水平(ASSH) 0.74

鉛直(ASSV) 0.42
水平(AS2H) 0.8
鉛直(AS2V) 0.29

水平(ASSH) 3.25

鉛直(ASSV) 1.76
水平(AS2H) 2.95
鉛直(AS2V) 0.29

水平(ASSH) 1.55

鉛直(ASSV) 1.14
水平(AS2H) 1.98
鉛直(AS2V) 0.24

水平(ASSH) 1.28

鉛直(ASSV) 2.15
水平(AS2H) 1.36
鉛直(AS2V) 0.29

0.741

0.720

0.741

0.720

S2

⑧制御棒挿入性
（動的機能維持）

SS
2.079

S2

⑥余熱除去設備配管
（本体）

SS
1.546

S2

⑦原子炉格納容器
（本体）

SS
1.212

S2

0.781

S2

④一次冷却材管
（本体）

SS

⑤余熱除去ポンプ
（基礎ボルト

SS
1.065

1.579

③炉内構造物
（炉心そう）

SS
1.661

S2

②蒸気発生器
（支持構造物）

SS
1.579

S2

①原子炉容器
（支持構造物）

S2

SS
1.661

評価対象施設
基準
地震動

方向
応答
加速度
(G)

1.412 1.047

：中間報告では「方法②」に基づく評価を行っているが，参考までに評価した。
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応答比
Ａ×Ｂ

：中間報告では「方法①」に基づく評価を行っている。
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図 － ７  「 自 重 項 （ ＋ １ ）」 の 分 析 結 果 に つ い て  

水平地震動の増倍率
（新指針BC時/工認時）

鉛直地震動の増倍率
（新指針BC時/工認時）

工認時の鉛直荷重比率
（自重/鉛直地震）

新指針BC時の
鉛直荷重比率

（自重/鉛直地震）

水平地震 100 水平(ASSH) 2.17

鉛直地震 0 鉛直(ASSV) 1.46

自重 0 水平(AS2H) 2.23

その他※１ 0 鉛直(AS2V) 0.29

水平地震 100 水平(ASSH) 3.63

鉛直地震 0 鉛直(ASSV) 2.43
自重 0 水平(AS2H) 3.67

その他
※１ 0 鉛直(AS2V) 0.29

水平(ASSH) 2.17

鉛直(ASSV) 1.46
水平(AS2H) 2.23
鉛直(AS2V) 0.29

水平地震 43.6 水平(ASSH) 3.63

鉛直地震 1.8 鉛直(ASSV) 2.43
自重 6 水平(AS2H) 3.67

その他※１ 48.6 鉛直(AS2V) 0.29

水平地震
※２ 71.8 水平(ASSH) 0.74

鉛直地震
※２ 28.2 鉛直(ASSV) 0.42

自重※２ -97.1 水平(AS2H) 0.8

その他
※１ 0 鉛直(AS2V) 0.29

水平地震 87.9 水平(ASSH) 1.55

鉛直地震 2.4 鉛直(ASSV) 1.14
自重 9.7 水平(AS2H) 1.98

その他
※１ 0 鉛直(AS2V) 0.24

※１：その他とは，地震荷重および自重による応力以外（内圧，機械荷重等）をいう。

※２：転倒モーメントに占める水平・鉛直地震荷重の比率を示す。なお，自重は復元モーメントとして，転倒モーメントを相殺する効果がある。

※３：鉛直方向応答加速度の取扱い
　　　　　工認時；基準地震動Ｓ２の最大加速度振幅の1/2の値として求めた鉛直震度に基づく。
　　　　　　　　　なお，鉛直震度は高さ方向に一定として扱い，機器・配管系の評価では20％増しとした震度を用いる。
　　　新指針BC時；機器・配管系の評価では，基準地震動Ｓｓに対する鉛直方向床応答スペクトルに基づく動的地震力を用いる。

応力（荷重）比率
[％]

地震荷重

その他
※１

20

80

2.381

0.878

0.685

0.412

0.685

0.412

⑦原子炉格納容器
（本体）

SS
0.783 4.750 4.167

S2

3.449

S2

0.925 1.449

④一次冷却材管
（本体）

SS

⑤余熱除去ポンプ
（基礎ボルト

SS

0.990 8.380

3.449

S2

3.449

3.449

S2

③炉内構造物
（炉心そう）

SS
0.974 5.035

S2

②蒸気発生器
（支持構造物）

SS
0.990 8.380

5.035 3.449

評価対象施設
基準

地震動
方向

　 応答※３

加速度
(G)

①原子炉容器
（支持構造物）

S2

SS
0.974

VAS
VASS

2HAS
HASS

2 VAS2

1
VASS
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図 － ８  荷 重 成 分 毎 の 比 率 お よ び 応 答 倍 率 を 考 慮 し た 簡 易 評 価 結 果  

『 備 考 』  
③ 炉 内 構 造 物 （ 炉 心 そ う ）： 既 往 評 価 結 果 か ら 水 平 ・ 鉛 直 地 震 荷 重 の 分 解 が で き な い た め 記 載 し て い な い 。  

評価対象施設
工認時
発生値

[kg/mm2]

許容値

[kg/mm2]

①工認発生値×

比率[kg/mm2]

②応答

　倍率※２ ①×②
簡易評価

　結果※５
中間報告値

[kg/mm2]

水平地震 100 26.2 0.974 25.52
鉛直地震 0 0.0 5.035 0.00
自重 0 0.0 1.000 0.00 0.00

その他※１ 0 0.0 1.000 0.00 0.00

合計 100 26.2 25.52 25.52

水平地震 100 5.4 0.990 5.35
鉛直地震 0 0.0 8.380 0.00
自重 0 0.0 1.000 0.00 0.00

その他※１ 0 0.0 1.000 0.00 0.00

合計 100 5.4 5.35 5.35

水平地震 43.6 4.97 0.990 4.92
鉛直地震 1.8 0.21 8.380 1.72
自重 6 0.68 1.000 0.68 0.68

その他※１ 48.6 5.54 1.000 5.54 5.54

合計 100 11.40 12.86 11.44

水平地震 71.8 0.07 0.925 0.07
鉛直地震 28.2 0.03 1.449 0.04
自重 -97.1 -0.10 1.000 -0.10 -0.10

その他※１ 0 0.00 1.000 0.00 0.00

合計 2.9 0.00 0.01 －※３

水平地震 87.9 5.36 0.783 4.20
鉛直地震 2.4 0.15 4.750 0.70
自重 9.7 0.59 1.000 0.59 0.59

その他※１ 0 0.00 1.000 0.00 0.00

合計 100 6.10 5.49 4.85
※１：その他とは，地震荷重および自重による応力以外（内圧，機械荷重等）をいう。
※２：水平，鉛直それぞれの応答倍率（水平＝ASsH/AS2H，鉛直＝ASsV/AS2V）

※３：転倒モーメント＜復元モーメントのため，基礎ボルトに引張応力は発生しない。
※４：応答比が１以下のため１として計算。
※５：簡易式による推定値 σH :工認時発生応力（水平地震力による応力）

σV :工認時発生応力（鉛直地震力による応力）

σL :工認時発生応力（自重＋その他による応力）

0.1

⑦原子炉格納容器
（本体）

6.1 35.8

4.26
5.1

(6.1)※４

⑤余熱除去ポンプ
（基礎ボルト）

0.1 21.5

0.08

25.52

27.5

②蒸気発生器
（支持構造物）

5.4 8.1

5.35

5.6

応力(荷重)比率
[％]

①原子炉容器
（支持構造物）

26.2 47.5

11.8
④一次冷却材管

（本体）
11.4 35.5

5.21

L
S

V
S

H VAS
VAS

HAS
HAS

σσσ +⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
×+⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
×

2

2

2

2
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d.中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象 施 設 に 対 す る 適 用 性 検 討  

 

中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象 施 設 に 対 し て ， 既 往 評 価 結

果 （ 工 認 時 の 耐 震 計 算 書 ） を 分 析 し て 地 震 時 発 生 荷 重 を 推 定 し ，

水 平 お よ び 鉛 直 方 向 荷 重 の 割 合 （ 寄 与 率 ） に 応 じ て ， 基 準 地 震 動

Ｓ ｓ に 対 す る 評 価 結 果 を 簡 易 的 に 推 定 し た 。  

さ ら に ，各 種「 応 答 比 」算 定 法 を 適 用 し た 結 果 と の 比 較 を 行 い ，

そ れ ぞ れ の 「 応 答 比 」 算 定 法 の 適 用 範 囲 に つ い て 検 討 し た 。  

（ 図 － ９ 参 照 ）  

 

中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象 施 設 の 既 往 評 価 （ 工 認 時 の

耐 震 計 算 書 ） 結 果 等 に 基 づ く 荷 重 分 析 結 果 （ b.項 ） よ り ， 鉛 直 地

震 力 に よ る 荷 重 割 合（ 寄 与 率 ）は 最 大 で も 20％ 程 度（ 自 重 分 考 慮 ）

と 推 定 さ れ ，地 震 時 発 生 荷 重 は 水 平 地 震 力 が 支 配 的 と 考 え ら れ る 。 

今 回 の 新 耐 震 指 針 に 照 ら し た 耐 震 安 全 性 評 価 （ 中 間 報 告 ： 伊 方

３ 号 機 ） に お い て は ， 鉛 直 方 向 の 地 震 荷 重 が 静 的 震 度 か ら 鉛 直 地

震 動 に 基 づ く 評 価 に 変 更 と な る た め ， 既 往 評 価 結 果 に 比 べ て ， 鉛

直 方 向 荷 重 の 割 合 （ 寄 与 率 ） が 大 き い 領 域 で 「 応 答 倍 率 法 」 を 適

用 す る こ と に な る 可 能 性 が あ る 。  

し か し な が ら ， 鉛 直 方 向 荷 重 の 影 響 が 大 き く 現 れ る 設 備 は ， 例

え ば ， 鉛 直 方 向 支 持 ス パ ン の 長 い ク レ ー ン 類 等 ， 耐 震 安 全 性 評 価

に 際 し て ， そ の 構 造 形 状 か ら 容 易 に 振 動 特 性 を 推 定 可 能 で あ り ，

設 計 上 の 実 務 と し て ，影 響 程 度 を 適 切 に 考 慮 し た 評 価 が 行 わ れ る 。

（ 今 回 の 中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象 施 設 （ 評 価 部 位 ） で

該 当 す る も の は な い 。）  

中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象 施 設 に 対 し て は ， 水 平 ・ 鉛

直 方 向 の 荷 重 分 析 結 果 よ り ， 工 認 設 計 お よ び 耐 震 バ ッ ク チ ェ ッ ク

評 価 時 の 荷 重 評 価 の 考 え 方 に 基 づ く「 応 答 比：SRSS/絶 対 値 和 ，鉛

直 下 向 き 」 手 法 が 適 用 可 能 で あ り ， 詳 細 評 価 （ 簡 易 式 に よ る 推 定

値 ） に 比 較 し て 安 全 側 の 結 果 を 与 え る こ と が 確 認 さ れ た 。  

 

本 手 法 の 適 用 性 に つ い て は ， 評 価 対 象 施 設 の 既 往 評 価 （ 工 認 時

の 耐 震 計 算 書 ） 結 果 等 に 基 づ く 荷 重 分 析 結 果 も 踏 ま え た 上 で ， 慎

重 な 判 断 が 必 要 と 考 え る 。  

し か し な が ら ， 中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象 施 設 に 対 す

る 検 討 結 果 よ り ， 地 震 時 発 生 荷 重 と し て 水 平 地 震 力 が 支 配 的 な 機

器 に 対 し て は ， 適 用 で き る と 考 え ら れ る 。  
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図 － ９  各 種 「 応 答 比 」 算 定 法 に お け る 適 用 可 能 範 囲 に つ い て  

※1：転倒ﾓｰﾒﾝﾄ＜復元ﾓｰﾒﾝﾄのためﾎﾞﾙﾄに引張力は発生しない。

『記号解説』
①詳細（簡易式による推定値） ④S/絶 ⑦MAX(H,V)

※余熱除去ポンプは工認時の評価式
　に当てはめて計算実施。 ⑤S/S

AS２H:基準地震動S2（水平）
②S/絶(1+V) ASsH:基準地震動SS（水平）

AS２V:基準地震動S2（鉛直）
ASsV:基準地震動SS（鉛直）

⑥MAX(H,1+V) σ　:工認時発生応力（合計）
σH :工認時発生応力（水平地震力による応力）

③S/S(1+V) σV :工認時発生応力（鉛直地震力による応力）

σL :工認時発生応力（自重＋その他による応力）

0.1

余熱除去ポンプ

許容値
工認時発生値

－※１

0.1
0.2
0.1
0.1
0.2
21.5

③S/S(1+V)
④S/絶
⑤S/S
⑥MAX(H,1+V)

評価方法 応力(kg/mm2)
①詳細
②S/絶(1+V)

原子炉容器支持構造物

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

鉛直方向応力比率

応
力

（
k
g
/
mm
2
)

①詳細

②S/絶(1+V)
 【27.5】

③S/S(1+V)
 【38.8】

④S/絶
 【30.9】

⑤S/S
 【36.7】

⑥MAX(H,1+V)
 【50】

許容値
 【47.5】

工認時発生値
 【26.2】
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⑤S/S
 【6.7】

⑥MAX(H,1+V)
 【14.4】
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 【5.4】
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４ ． ま と め  

 

以 上 の 検 討 結 果 よ り ， 中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ） の 評 価 対 象 施 設

に 対 し て は ， 工 事 計 画 認 可 申 請 時 の 耐 震 設 計 お よ び 耐 震 バ ッ ク チ

ェ ッ ク 評 価 時 の 荷 重 評 価 の 考 え 方 に 基 づ く「 応 答 比：SRSS/絶 対 値

和 ， 鉛 直 下 向 き 」 に よ る 評 価 手 法 は ， あ る 評 価 条 件 で 基 準 地 震 動

Ｓ ｓ に よ る 発 生 値 が 評 価 基 準 値 を 超 え な い こ と を 効 率 よ く 判 断 す

る 観 点 で は 妥 当 と 考 え る 。  

 

な お ， 耐 震 安 全 性 評 価 手 法 と し て ， 評 価 対 象 施 設 の 既 往 評 価 結

果 等 に 基 づ く 応 答 倍 率 法 を 適 用 す る 場 合 ， 既 往 評 価 （ 工 認 時 の 耐

震 計 算 書 ） 結 果 等 に 基 づ く 荷 重 分 析 結 果 も 踏 ま え た 上 で ， 適 切 な

「 応 答 比 」 算 定 法 を 選 択 す る こ と で ， 合 理 的 な 評 価 が 可 能 と 考 え

る 。  
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５ ． 別  添  

 

 

『 応 答 倍 率 法 に 対 す る 基 本 的 な 考 え 方 』  

 

１ ． 応 答 倍 率 法 と は  

新 耐 震 指 針 に 照 ら し た 耐 震 安 全 性 評 価 に お い て ， 設 計 条 件 か ら

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ に よ る 評 価 条 件 へ の 倍 率 を 算 定 し て 設 計 条 件 （ 荷

重 ， 応 力 等 ） に 乗 じ る こ と で ， 評 価 基 準 値 を 超 え る か ど う か の 判

定 を 行 っ て お り ， こ の 評 価 手 法 を 「 応 答 倍 率 法 」 と い う 。  

し た が っ て ，設 計 ベ ー ス で 厳 密 に 耐 震 裕 度 （ 注 ） の 確 認 を 行 う も

の で は な く ， あ る 評 価 条 件 で 発 生 値 が 評 価 基 準 値 を 超 え な い こ と

を 効 率 よ く 判 断 す る こ と に 主 眼 を 置 い た 評 価 手 法 で あ る 。  

（ 注 ） 耐 震 裕 度 ＝ 評 価 基 準 値 ／ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ に よ る 発 生 値  

 

 

２ ． 応 答 倍 率 法 の 適 用 範 囲  

新 耐 震 指 針 に 照 ら し た 耐 震 安 全 性 評 価 に お い て ，「 応 答 倍 率 法 」

の 適 用 に 際 し て ， 以 下 の ケ ー ス 分 類 に 基 づ き ， 実 機 評 価 へ の 適 用

を 判 断 し て い る 。               （ 第 １ 表 参 照 ）  

（ １ ） 設 計 時 の 耐 震 裕 度 が 比 較 的 大 き い 設 備  

加 速 度 （ 震 度 ） を 用 い て 設 計 し て い る 設 備 の う ち ， 設 計 時

の 耐 震 裕 度 （ 注 ） が 比 較 的 大 き い も の に つ い て は ，応 答 倍 率 法

に て 評 価 基 準 値 を 超 え な い と の 判 断 が 可 能 で あ る 。  

（ 注 ）設 計 時 の 耐 震 裕 度 ＝ 評 価 基 準 値 ／ 基 準 地 震 動 Ｓ ２ に よ る 発 生 値  

［ 例 え ば ， ポ ン プ ・ フ ァ ン 等 回 転 機 器 お よ び 圧 力 容 器 の 基 礎

ボ ル ト ， 圧 力 容 器 の 胴 板 等 は ， 評 価 基 準 値 に 対 し て 十 分 な

余 裕 が あ る た め ， 応 答 倍 率 法 で も 評 価 基 準 値 を 超 え な い こ

と の 確 認 が 可 能 で あ る 。］  

 

（ ２ ） 応 答 倍 率 法 で 比 較 的 精 度 良 く 耐 震 裕 度 の 確 認 が 期 待 で き る  

設 備  

① 荷 重 デ ー タ に 基 づ く 応 答 倍 率 法 に よ る 評 価 が 可 能 な 設 備  

機 器 ・ 配 管 系 設 備 の 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ に よ る 地 震 応 答 解 析

結 果 よ り ， 評 価 荷 重 （ モ ー メ ン ト ， せ ん 断 力 ， 軸 力 ） が 算



 

 - 27 - 

定 さ れ て い れ ば ， こ れ ら 荷 重 デ ー タ に 基 づ く 応 答 倍 率 法 で

比 較 的 精 度 良 く 発 生 値 （ 発 生 応 力 ） の 予 測 が 可 能 で あ り ，

必 ず し も 耐 震 裕 度 が 大 き く な い 設 備 に つ い て も ， 応 答 倍 率

法 に て 評 価 基 準 値 を 超 え な い と の 判 断 が 可 能 で あ る 。  

［ 例 え ば ， 建 屋 ・ 機 器 連 成 解 析 結 果 よ り ， 正 確 な 地 震 応 答

荷 重 が 算 定 で き る 原 子 炉 格 納 容 器 の 胴 板 等 は ， 荷 重 ベ ー

ス の 応 答 倍 率 法 に て ， 比 較 的 精 度 良 く 耐 震 裕 度 の 確 認 が

可 能 で あ る 。］  

 

② 地 震 時 の 応 答 挙 動 （ 荷 重 ， 変 位 ） が 入 力 加 速 度 と 比 例 関 係  

に あ る 設 備  

加 速 度 （ 震 度 ） を 用 い て 設 計 し て い る 設 備 の う ち ， 規 格

計 算 式 お よ び ス ペ ク ト ル モ ー ダ ル 法 （ 多 質 点 系 に お け る 多

次 の モ ー ド 重 畳 を 考 慮 し た 線 形 応 答 解 析 手 法 ） に よ り 設 計

し て い る 設 備 に つ い て は ， 加 速 度 か ら 単 純 に 地 震 力 を 算 定

し て お り ， 加 速 度 デ ー タ に 基 づ く 応 答 倍 率 法 で 評 価 可 能 で

あ り ， あ る 程 度 耐 震 裕 度 が 大 き い 設 備 に つ い て は ， 応 答 倍

率 法 に て 評 価 基 準 値 を 超 え な い と の 判 断 が 可 能 で あ る 。  

［ 例 え ば ， 配 管 ， 容 器 ， 熱 交 換 器 ・ フ ァ ン ・ ポ ン プ 等 の 回

転 機 器 お よ び 重 機 器 支 持 構 造 物 に つ い て は ， 質 量 ×加 速

度（ 震 度 ）を 地 震 荷 重 と し て お り ，こ の 地 震 力 に 加 え て ，

自 重 ， 外 荷 重 を 考 慮 し て 応 力 を 算 定 し て い る 。 地 震 荷 重

は 規 格 式 等 に 基 づ き 算 定 で き る た め ， 加 速 度 の 倍 率 で 応

力 を 計 算 し て お け ば ， 評 価 基 準 値 を 超 え な い こ と の 確 認

が 可 能 で あ る 。］  

ま た ， 地 震 時 の 制 御 棒 挿 入 性 評 価 に お け る 挿 入 時 間 遅 れ

は ， 燃 料 集 合 体 等 の 地 震 時 応 答 変 位 量 （ 地 震 外 力 に よ る 抗

力 に 関 係 ） と 相 関 が あ り ， そ れ ら は あ る 範 囲 ま で は 地 震 力

に 比 例 す る こ と か ら ， 応 答 倍 率 法 に よ る 評 価 が 可 能 と 判 断

す る 。  

 

な お ， 応 答 倍 率 法 の 適 用 に 際 し て は ， 既 往 評 価 （ 工 認 時 の 耐 震

計 算 書 ）結 果 等 に 基 づ く 荷 重 分 析 結 果 も 踏 ま え た 上 で ，適 切 な「 応

答 比 」 算 定 法 を 選 択 す る こ と で ， 合 理 的 な 評 価 が 可 能 と 考 え る 。  
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３ ． 応 答 倍 率 法 に よ る 評 価 結 果 の 妥 当 性 に つ い て  

応 答 倍 率 法 の 適 用 範 囲 と し て ， ２ ． 項 に 示 す （ １ ） 評 価 基 準 値

に 対 し て 大 き な 余 裕 が あ る 中 で の 適 用 ，あ る い は ，（ ２ ）比 較 的 精

度 良 く 評 価 を 行 え る 設 備 へ の 適 用 と し て い る こ と か ら ， あ る 評 価

条 件 で 発 生 値 が 評 価 基 準 値 を 超 え な い こ と を 効 率 よ く 判 断 す る 観

点 で は 妥 当 な 評 価 結 果 を 与 え る と 考 え る 。  

 

し か し な が ら ， 適 用 す る 「 応 答 比 」 算 定 法 に よ っ て は ， 厳 密 な

耐 震 裕 度（ 注 ）の 確 認 が 困 難 と な る ケ ー ス が 否 定 で き な い こ と か ら ，

耐 震 裕 度 が 小 さ い 設 備 に 対 し て は ， 正 確 な 耐 震 裕 度 を 把 握 す る 観

点 か ら ， 本 報 告 等 に お い て は ， 必 要 に 応 じ て ， 詳 細 評 価 を 実 施 す

る こ と が 望 ま し い と 考 え る 。  

（ 注 ） 耐 震 裕 度 ＝ 評 価 基 準 値 ／ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ に よ る 発 生 値  
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第 １ 表  応 答 倍 率 法 の 適 用 範 囲 に 関 す る 整 理 （ 中 間 報 告 （ 伊 方 ３ 号 機 ））  

応答倍率法の適用範囲 応答倍率法の適用に当たってのスタンス 
中間報告（伊方３号機）の 

評価対象施設に対する整理 
備  考 

設計時の耐震裕度が比較的 

大きい設備 

加速度（震度）を用いて設計している設備のうち，設計時

の耐震裕度（注）が比較的大きいものについては，応答倍率

法にて評価基準値を超えないとの判断が可能である。 

（注）設計時の耐震裕度 

＝評価基準値／基準地震動Ｓ２による発生値 

・炉内構造物（炉心支持構造物：

炉心そうフランジ接続部（耐震

裕度：約５倍程度）） 

・一次冷却材管（本体（耐震裕度：

約３倍程度）） 

・余熱除去ポンプの基礎ボルト

（耐震裕度：約 210 倍程度） 

・余熱除去設備配管（本体（耐震

裕度：約２倍程度）） 

・原子炉格納容器（本体（耐震裕

度：約５倍程度）） 

 

応答倍率法で比較的精度良く耐

震裕度の確認が期待できる設備 

①荷重データに基づく応答倍率

法による評価が可能な設備 

機器・配管系設備の基準地震動 Ss による地震応答解析結

果より，評価荷重（モーメント，せん断力，軸力）が算定

されていれば，これら荷重データに基づく応答倍率法で比

較的精度良く発生値（発生応力）の予測が可能であり，必

ずしも耐震裕度が大きくない設備についても，応答倍率法

にて評価基準値を超えないとの判断が可能である。 

－（適用施設なし）  

応答倍率法で比較的精度良く耐

震裕度の確認が期待できる設備 

②地震時の応答挙動（荷重，変

位）が入力加速度と比例関係

にある設備 

加速度（震度）を用いて設計している設備のうち，規格計

算式およびスペクトルモーダル法（多質点系における多次

のモード重畳を考慮した線形応答解析手法）により設計し

ている設備については，加速度から単純に地震力を算定し

ており，加速度データに基づく応答倍率法で評価可能であ

り，ある程度耐震裕度が大きい設備については，応答倍率

法にて評価基準値を超えないとの判断が可能である。 

・原子炉容器支持構造物（サポー

トシュー） 

・蒸気発生器支持構造物（上部胴

支持構造物ブラケット） 

・一次冷却材管（本体） 

・余熱除去設備配管（本体） 

・制御棒（挿入性評価） 

・制御棒（挿入

性評価）につ

いては，本報

告時に詳細評

価を実施予定 
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